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　近年，東アジア経済地域の経済成長

ジア経済地域のめざましい成長の源泉

もはっきりとしたコンセンサスが得ら

界銀行が発表した「東アジアの奇跡」

への充分な投資など，いわゆる基礎的

輸出促進政策が経済成長に寄与したと

の東アジア経済地域の急成長は一時的

ことに否定的な見解を示している。

　本稿では，これらの主張の背景とな

ざましい成長の源泉がどこにあったの

て再検討する。論文の前半ではまず，

連の議論を概観する。その結果，成長

る成長は労働人口の増加や資本ストッ

まい，たとえば教育を通じた人的資本

歩を表すはずのＴＦＰの貢献度は先進

ことを明らかにする。そこではまた，

するこれまでの議論をいくつか紹介し

国より前の段階にあり，そのようなレ

ては技術進歩の貢献が大きくないとい

ＴＦＰを計算する際，技術進歩率が適

ア地域における政府の産業政策は資本

歩にはあまり貢献しなかったという考

　論文の後半では，クロス・カント

ず，成長会計の場合とは異なり，クロ

トックの蓄積だけを考慮しても東アジ

されないことを紹介する。また，就学

の指標も東アジア地域のめざましい成

にする。しかしながら，人的資本の蓄

初等・中等教育を重視した政府教育支

の効果があり，クロス・カントリー分
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の問題が，大きな注目をあびている。しかし，東ア

が何かに関しては，今日でも経済学者の間で必ずし

れているわけではない。たとえば，1993年９月に世

では，適切なマクロ経済政策，初等・中等教育など

な政策や，各種の選択的な市場介入政策，なかでも

している。これに対して，クルーグマンらは，今日

な現象であり，長期的に高い成長率を持続し続ける

った研究成果をサーべーし，東アジテ経済地域のめ

かを，とくに人的資本が成長に果たす役割に注目し

各国の時系列データを使った成長会計にもとづく一

会計の推計結果をみると，東アジア経済地域におけ

クのめざましい蓄積によってほとんど説明されてし

蓄積の役割は若干は重要であったにしても，技術進

国や他の発展途上国と比べて決して大きくなかった

なぜ成長会計でこのような結論が導かれたのかに関

，(ⅰ)東アジア経済地域の発展段階は1960年代の先進

ベルでの発展途上国経済が成長するプロセスにおい

う考え方，(ⅱ)成長会計によって東アジア経済地域の

切に計測されていないという議論，および(ⅲ)東アジ

ストックを蓄積させる上では有効であったが技術進

え方，をそれぞれ検討する。

リー分析による一連の議論を紹介する。そこではま

ス・カントリー分析では，労働人口の増加や資本ス

ア地域におけるめざましい経済成長がほとんど説明

率という形でのみ人的資本の蓄積を測った場合，こ

長を説明する上でさほど役に立たないことも明らか

積を教育の質という観点から考え直してみた場合，

出の配分は東アジア地域の経済発展に有意なプラス

析でもそのめざましい経済成長を部分的に説明でき

要　　約
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る。また，輸出の伸びは東アジア経済地域のめざましい経済成長と非常に強い相関があ

り，クロス・カントリー分析の説明力を大いに高めることが示される。ただし，その結果

を解釈するに当たっては，なぜ東アジア経済地域が輸出の大きな伸びを伴って高成長を達

成したかに関して依然として意見の一致がなされていないことも紹介される。とくに，(i)

東アジア地域の輸出増加は設備投資の増加による資本蓄積と密接な関係が観察されるが，

技術進歩を示すＴＦＰの増加とはあまり相関がないこと，(ⅱ)東アジア地域が輸出の大きな

伸びを伴って高成長を達成したことは事実にしても，それだけでは因果関係がはっきりし

ないこと，(ⅲ)東アジア経済地域におけるめざましい輸出の伸びが政府による適切な輸出促

進政策の成果なのか，それともある意味で偶然の産物なのかがはっきりしないというこ

と，(ⅳ)輸出の伸びがなぜ東アジア経済地域においてのみ経済成長に貢献したかが明らかに

されていないこと，などが議論される。

　近年，東アジア経済地域の経済成長の問題が

大きな注目をあびている。表１からもわかるよ

うに，1960年におけるこれら経済地域の所得水

準は他の発展途上国と比べてそれほど差がな

かった。しかし，その後，まずＮＩＥＳ諸国

が，そして次にフィリピンを除くＡＳＥＡＮ諸

国が，さらに最近では市場経済移行後の中国が

めざましい経済成長を達成し，それらの経済成

長の源泉がどこにあるのかに関する関心が非常

に高まった（図１参照）。

　もっとも，このような東アジア経済地域のめ

ざましい成長の源泉が何かに関しては，今日で

も経済学者の間で必ずしもはっきりとしたコ

ンセンサスが得られているわけではない。た

とえば，1993年９月に世界銀行（Ｗorld　Ｂank

（1993)）が発表した「東アジアの奇跡(Ｔhe

Ｅast Ａsian Ｍiracle)」では，日本，アジアＮＩ

Ｅｓ，インドネシア，マレーシア，タイの８ヵ

国を「高い成長を遂げる東アジア経済地域（Ｈ

ＰＡＥｓ:Ｈigh Ｐerforming Ａsian Ｅconomies)」

とし，その発展要因を詳細に分析している。こ

の分析によると，「東アジアの奇跡」をもたら

したのは，適切なマクロ経済政策，初等・中等

教育などへの充分な投資など，いわゆる基礎的

な政策が各国政府により確実に実施されたこと

によるものである。また，各国とも共通して各

種の選択的な市場介入政策がとられたが，それ

らはいずれも市場メカニズムを重視した“ｍ-

arket　friendly”なものであり，なかでも輸出促

進政策は種々の形で経済成長に寄与したとして

いる。

　これに対して，Ｋrugman（1994）やEasterly

et　al.（1993）らは，今日の東アジア経済地域の

急成長は一時的な現象であり，長期的に高い成

長率を持続し続けることに否定的な見解を示し

ている。なかでも，Ｋrugmanは，東アジア経済

地域の急成長は生産性上昇の裏付けがない資本

や労働といった物的投入量が急増によるもので

あり，このような急成長はいずれ頭打ちになる

というドラスティックな予言を行っている。ま

た，Ｅasterly et al.は，東アジア経済地域の急

成長はラッキーな外的ショックが生み出したも

のであり，その成長の源泉が東アジア地域固有

の政策や人的資本に裏付けられたものでない主

張している。

　本稿では，これらの主張の背景となった研究

成果をサーべーし，東アジア経済地域の成長の

源泉がどこにあったのかを，とくに人的資本が

Ⅰ．はじめに
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表１　世界各地域の所得水準および経済成長率

図１　最近の東アジア経済地域の経済成長率
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成長に果たす役割に注目して再検討する。論文

の前半ではまず，成長会計にもとづく一連の議

論を概観する。これまでの成長会計を使った計

測結果によれば，東アジアの成長の源泉は労働

人口の増加や資本ストックの蓄積にあり，教育

による人的資本の蓄積や技術進歩の貢献度はさ

ほど大きくなかった。本稿ではこの点に関する

代表的な研究結果を紹介すると同時に，なぜ成

長会計でこのような結論が導かれたのかに関す

るこれまでの議論もいくつか検討する。

　論文の後半では，クロス・カントリー分析に

よる一連の議論を紹介する。そこではまず，成

長会計の場合とは異なり，クロス・カントリー

分析の結果の多くが，東アジアのめざましい成

長を労働人口の増加や資本ストックの蓄積だけ

では説明できないことを紹介する。しかしなが

ら，そこではまた，教育の質の問題や輸出の役

割を考慮すると，説明力はある程度高まること

も明らかにし，その意味を検討する。

　近年の成長理論に関する理論的研究では，伝

統的なソローのモデルでは考察されることのな

かった「人的資本」の役割を重視するものが，

有力な考え方の1つとなっている(たとえば，

Ｌucas（1988，1993），Ｒomer（1990），Ｂecker，

Ｍurphy，and Ｔamura（1990），Ａzariadis and

Ｄrazen（1990)）。とくに，人的資本を技術進歩

の基礎となる新しい製品やアイデアを生み出す

重要な要素として位置づけ，初期の人的資本ス

トックが大きい経済ほど，物的資本の投資率が

高くなり，成長率が高くなることを明らかにし

ている。人的資本の蓄積は，中等・高等教育を

受けたり，最新の技術に身近で接することに

よって培われるものである。したがって，人的

資本の蓄積の進まない貧しい国はいつまでたっ

ても先進国に追いつくことができない一方，人

的資本の蓄積に成功した国は先進国へ次第に

catch－upする可能性が高くなる。

　しかしながら，本稿でサーべーされる文献の

推計結果をみる限り，人的資本の蓄積が東アジ

ア地域の経済成長に果たした役割は，理論的分

析を通じて導かれた結論のように単純なもので

はなさそうである。すなわち，時系列データを

使った成長会計の結果によれば，教育を通じた

人的資本の蓄積は経済成長に若干の貢献してい

たが，それ自体が東アジアのめざましい経済成

長を説明するには全く不十分であり，またそれ

によってＴＦＰでとらえられる技術進歩も大き

くはならなかった。また，クロス・カントリー

分析でも，就学率という形で人的資本の蓄積を

とらえるだけでは東アジアの急成長の理由をほ

とんど説明できなかった。唯一，政府教育支出

による教育の質の向上や輸出の役割を考慮する

と，少なくともクロス・カントリー分析では東

アジア地域の急成長をある程度説明できた。た

だし，その理由を調べてみると，そのメカニズ

ムは標準的な理論分析の結果とはさ崖ざまな意

味で整合的ではなかった。

　この論文は，以下のように構成されている。

まずⅡ節では，成長会計からみた東アジア経済

地域の成長の源泉に関するこれまでの研究の簡

単なサーベイを行い，次にⅢ節ではそれら実証

分析結果の意味するところを再検討する。Ⅳ節

ではクロス・カントリー分析の結果を示し，学

校教育の就学率の違いを考慮しただけでは東ア

ジア経済地域のめざましい成長はほとんど説明

できないことを明らかにする。Ⅴ節では，東ア

ジア地域の経済発展における政府教育支出の役

割を検討し，その重要性を指摘する。Ⅵ節で

は，東アジア経済地域の成長に果たした輸出の

役割を議論する。最後に，Ⅶ節では，主要な結

果を要約し，それらの持つインプリケーション

について言及する。
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Ⅱ．成長会計からみた東アジアの成長の源泉

　東アジア経済地域の成長の源泉を分析する代

表的なアプローチの１つは，各国の｢成長会

計」を推計し，資本，労働，技術進歩のなかで

どれが成長に寄与したかを検討するものである。

よく知られているように，新古典派の経済成長

モデルにおける経済成長の源泉は，資本の蓄

積，労働人口の増加，および技術進歩に分ける

ことができる。しかし，各源泉への依存の程度

は経済の状態により，あるいは時代ごとに異

なっている。このような観点から，現実の経済

成長にこれらのそれぞれの要因がどれほど寄与

しているかを量的に把握しようとする「成長会

計(growth　a㏄ounting)」が推計されている。

　成長会計の原理を知るために，まず，現実の

成長率を資本・労働・技術進歩のそれぞれの寄

与度に分解する方法を説明することにしよう。

簡単化のため，以下ではマクロ的な生産要素の

投入と産出の関係を表すマクロ生産関数が，次

のようなコブ・ダグラス(Ｃobb-Ｄouglas)型生

産関数であるとする。

Ｙ＝ＡＫａＬ１－ａ（０＜Ａ＜１）　　　　(1)

　ここで，Ｙは産出量，Ｋは資本ストック量，

Ｌは労働量を表している。また，Ａは生産技術

の水準を表す変数であり，「ＴＦＰ(全要素生

産性)」(total　factor　productivity)と呼ばれ

ている。

　このコブ・ダグラス型生産関数の対数をと

り，両辺を時間に関して微分すると，

△Ｙ／Ｙ＝△Ａ／Ａ＋ａ・(△Ｋ／Ｋ）

十（１－ａ）・(△Ｌ／Ｌ）　　　　　　(2)

となる。ここで,△Ｙ，△Ａ，△Ｋ，および

△Ｌは，それぞれ，Ｙ，Ａ，Ｋ，およびＬを時

間に関して微分したものであり，各変数の時間

を通じた変化分を表す。したがって，(2)式か

ら，経済成長率(△Ｙ／Ｙ)は，次のように各

要因の増加率に分解できる。

　　Ａの増加率＋ａ・Ｋの増加率

［ＴＦＰの増加率］［資本の増加率］

＋（１－ａ）・Ｌの増加率　　　　　　　(3)

［労働人口の増加率］

　とくに，aは資本分配率に，そして１－ａは

労働分配率に等しい点に注目すると，成長の要

因は，

ＴＦＰの増加率

　　＋資本分配率・資本ストックの増加率

　　＋労働分配率・労働人口の増加率　(4)

という形にも分解できることになる。この式

が，経済成長率に対する各成長要因の貢献度を

示す式であり，成長会計の基本式となっている。

　一般に，ＴＦＰの増加率，すなわち「技術進

歩率」を直接計測することは困難である。しか

し，経済成長の要因を分解した(4)式を変形する

と，

ＴＦＰの増加率

＝経済成長率－資本分配率・Ｋの成長率

－労働分配率・Ｌの成長率　　　　　　　(5)

という関係が成立つ。(5)式の右辺の変数はすべ

て現実のマクロ・データとして観測可能である

から，経済成長率から資本（Ｋ）と労働（Ｌ）

の成長率の貢献部分を差し引いた「ソロー残

差」として技術進歩率を計測することができる。

ただし，別の言い方をすれば，資本と労働の成



東アジア地域における経済成長の源泉

- 6 -

長率で説明できない経済成長部分を，直接観測

できない技術進歩による成長部分と考えるとい

うことになる。よって，成長会計の計測結果を

見る場合には，全要素生産性の成長率の貢献分

には，資本・労働の計測誤差まで含む，資本・

労働の成長により捉えられない成長へのさまざ

まな影響要因が含まれる可能性がある。

　これまでの研究では，主として先進国のデー

タを使って，ＴＦＰが各国の経済成長にどれく

らい寄与してきたかに関する分析が数多くなさ

れてきた。しかし，近年，同様の手法を東アジ

ア経済地域に適用し，東アジア経済地域の経済

成長の源泉を考察する研究がいくつか行われ

た。その代表的な研究は，Ｙoung（1992，1994，

1995）およびＫim and Ｌau（1993，1994ａ，

ｂ)である。かれらは，韓国，台湾，香港，シ

ンガポールの成長の源泉を計測した。それらの

研究を通じて導かれた主な結果は，めざましい

東アジア経済地域の成長の源泉は，労働人口の

増加や（香港を例外として）資本ストックのめ

ざましい蓄積に負うところが多く，教育による

人的資本の蓄積を考慮したとしても，ＴＦＰの

貢献度は先進国や他の発展途上国と比べて決し

て大きくないというものである。

　たとえば，表２には，人的資本の蓄積を性

別，年齢別，教育水準別に考慮したＹo u n g

（1995）による計測結果がまとめられている。

Ｙoungの推計では，人的資本の蓄積を考慮した

場合，効率単位ではかった労働投入量は各国と

も約１％上昇した。しかし，この場合でも，表

から明らかなように，東アジア経済地域のＴＦ

Ｐの増加率は，シンガポールではほぼゼロ，ま

たその他の東アジア地域でも２％から３％程度

であった。これは，表にあげた先進国のＴＦ

Ｐの増加率とさほど差がないばかりでなく，ラテ

ンアメリカ諸国のＴＦＰの増加率よりも若干大

きいといった程度のものである。また，その結

果は， 人的資 本の 蓄 積を考 慮し な かっ た

Ｙoung（1994）の結果と大差はなかった。この

期間の４つの東アジア経済地域の成長率が先進

国やラテンアメリカ諸国に比べてはるかに大き

かったことを考慮した場合，これは驚くべき結

果であり，ＴＦＰの経済成長への貢献度という

点では東アジア経済地域がもっとも小さいとい

うことを示している。

　Ｋim and Ｌau（1994ａ）による推定結果は，

Ｙo u n gよりさらにドラスティックなものであ

る。彼らは技術進歩が資本節約型（およびヒッ

クス中立型）として生産関数を推計し，韓国，

台湾，香港，シンガポールおよび先進５カ国の

成長の源泉を計算した。その結果，表３で示さ

れているように，先進国ではいずれもＴＦＰが

経済成長に非常に大きな貢献をしていたのに対

し，４つの東アジア経済地域ではＴＦＰの経済

成長は非常に小さいことを明らかにした。とく

に，４つの東アジア経済地域に対して資本節約

型の技術進歩がゼロという仮説を検定した結

表２　ＹoungによるTFPの推計結果
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表３　Ｋim and ＬauによるＴＦＰの推計結果

人

観

き

が

の

の

ジ

と

経

Ⅲ．なぜ技術進歩の貢献が

　前節で説明した東アジア経済地域に関する成

長会計の結果は，これまでの東アジア経済地域

の成長に対する技術進歩の貢献が小さかったこ

and Ｂosworth（1996）によって再検討された。

彼女たちの分析の大きな特徴は，ＴＦＰの計測

をアジアＮ Ｉ Ｅ Ｓ諸国だけでなく，Ａ ＳＥＡＮ

諸国（インドネシア，マレーシア，フィリピ

ン，タイ）や中国へ拡張したところにある。一

人あたりのＧＤＰ成長率への貢献度を計測した

彼女たちの主な推計結果は，表４にまとめられ

てある。それによると，まず教育の向上による

と

済

リ

果，彼らはいずれの国においても技術進歩はゼ

ロという仮説を棄却できなかった。また，Ｋim

and　Lau(1994a)の推定は人的資本の蓄積を

考慮したものではなかったが，彼らのその後の

研究(Kim　and　Lau(1993))は，教育による人

的資本の蓄積を考慮してもその基本的結果は変

わらないことを明らかにしている。

　一方，以上の結果の一般性は，最近，Collins
表４　Ｃollins and Ｂosworth が推計した

　　　ＴＦＰの寄与度（％）
的資本の蓄積はいずれの国でも若干の貢献が

察されたが,それはどの地域でもほぼ同じ大

さであった。また，ＴＦＰは中国では貢献度

大きかったが，それ以外の東アジア経済地域

成長に対するＴＦＰの貢献度はやはり他地域

それと大差はなかった。これに対して，東ア

ア地域では資本の貢献度が他地域と比較する

際だっており，それがその地域のめざましい

済成長の第１の源泉となっていた。

小さかったのか？

を示しているが，その結果自体が東アジア経

地域における今後の成長にどのようなインプ

ケーションをもつかは必ずしも明らかではな
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い。しかし，Ｋrugman（1994）は，これらの結

果をもとに，今日の東アジアの急成長は一時的

な現象であり，長期的には現在のような高い成

長率を持続し続けるとは考えにくいという否定

的な見解を示した。彼の主張の根拠は，資本や

労働といった物的投入量の急増は生産性の上昇

を伴わない限り持続的には行い得ないというも

のである。したがって，今日の東アジアの急成

長は生産性の上昇に裏付けられたものでない以

上，かつてのソビエト経済がそうであったのと

同様に，そのめざましい急成長はいずれ頭打ち

になるというのである。

　このようなＫrug m a nの予言が正しいかどう

かは，おそらく今後の東アジア経済の成長の推

移をみなければはっきりした答えが出せない。

しかし，その予言の是非は別としても，東アジ

ア経済地域がめざましい経済成長を遂げたにも

かかわらず，その成長の大半が労働や資本の投

入量の増加で説明されてしまい，成長に対する

技術進歩の貢献が小さかったという計測結果は

いまだに十分に解明されていないパラドックス

である。そこで以下ではこの点に関するこれま

での議論を，３つの観点から簡単にまとめてみ

ることにする。

　まず第１の議論は，東アジア経済地域の発展.

段階は1960年代の先進国より前の段階にあり，

そのようなレベルでの発展途上国経済が成長す

るプロセスにおいては，技術進歩の貢献は大き

くないのが一般的であるという考え方である

（たとえば，Ｃollins and Ｂosworth（1996）の

concluding thoughts）。一見すると発展途上国

は既に開発された先進国の技術水準を学ぶだけ

でよいので，その技術進歩も相対的に容易なよ

うに思われるかもしれない。しかし，実際には

先進国の技術を学ぶことは容易なことではな

く，先進国の技術にわずかな付加価値を加える

生産活動だけが発展途上国の取り分となってい

るというのである。

　たとえば，東アジア経済地域のＴＦＰを計算

したＬawrence Ｌauは台湾のパソコン生産を例

に挙げて，ある講演で以下のように述べた。す

なわち，今日の台湾はパソコンという最先端の

電機製品の生産および輸出で有名である。しか

し，その実態をよく見てみると，そのＯＳやプ

ロセッサー，それにスクリーンといった付加価

値の高い部分はすべて外国製であり，台湾メー

カーの利益にはなっていない。したがって，い

くら台湾でパソコンがたくさん生産されている

からといってその付加価値は高いものではな

く，パソコンの高い技術水準が台湾の経済成長

の源泉にもなっていないというのである。

　第２の議論は，成長会計によって東アジア経

済地域のＴＦＰを計算する際，技術進歩率が適

切に計測されていないのではないかという議論

である。先にも述べたように，ＴＦＰの考え方

は，資本と労働の成長率で説明できない残差を

技術進歩による成長部分と考えている。しか

し，そこには，資本・労働の成長で捉えられな

い成長へのさまざまな影響要因が含まれる可能

性がある。また，逆に技術進歩の成果が資本に

体化されてしまった場合には，その成果はＴＦ

Ｐの貢献としてではなく，資本の貢献という形

で捉えられてしまうことになる。実際，Ｙoung

（1995）のⅦ節では，韓国のＴＦＰに関するこ

れまでのさまざまな推計結果が報告されている

が，その結果は推計方法やデータによって大き

く異なっている。1)

　また，Ｒodrik（1997）は，生産関数の代替の

弾力性に関する仮定のおきかた次第ではＴＦＰ

が大きく変化すると主張した。とくに，彼は資

本の深化が進んでいる東アジア地域でこのバイ

アスは深刻であるとし，前節でふれたＣollins

and Ｂosworth（1996）の推計結果をもとに，代

替の弾力性が１よりも小さい場合には，東アジ

ア経済地域のＴＦＰはもう少し大きくなること

を明らかにした。

１ )　なかでも，農業部門を含めて推計するかどうかや，資本ストックに土地を含めるかどうかはＴＦＰの推

　計を大きく変化させている。
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　第３の議論は，東アジア地域における政府の

産業政策は，資本ストックを蓄積させる上では

有効であったが，技術進歩にはあまり貢献しな

かったという考え方である。たとえば，Ｒodrik

（1994ａ）は，Ｗorld Ｂank（1993）の第６章に

対するコメントとして，東アジア地域における

産業政策はＴＦＰを高める上では有効でなかっ

たことを指摘している。彼（Ｒodrik（1994ｂ)）

はまた，韓国および台湾の例をあげて，これら

の国あるいは地域における政府の介入は，その

地域の資本ストックを増加させる上で経済成長

に大 き く 貢 献 し た こ と を 強 調 し て い る 。

　この考え方をサポートする代表的なものが，

Ｙoung（1992）によって行われた香港とシンガ

ポールの経済成長の源泉に関する比較研究であ

る。よく知られているように，この２つの経済

地域はいずれもかつてはイギリスの支配下に

あった都市国家である。また，その地理的条件

から，古くから貿易の中継点として，そして現

在では金融取引の中心として経済的に大きな発

展を遂げている。しかしながら，その経済成長

の源泉を詳細に調べてみると，香港ではＴＦＰ

がある程度経済成長に貢献したのに対し，シン

ガポールではＴＦＰの貢献度はほぼゼロに近い

という大きな違いが観察されている。Ｙoung

は，この理由を以下の２点から考察した。

　まず第１の点は，民間の経済活動に対する政

府の介入のあり方である。すなわち，香港では

基本的に民間の経済活動は自由であり，それに

対する政府の介入は必要最小限のものに限定さ

れてきた。これに対して，シンガポールでは政

府の介入は非常に大きく，多くの経済活動は政

府の経済計画にもとづいて押し進められた。そ

の結果，シンガポールでは設備投資が飛躍的に

増加し，それが必要以上に経済成長の大きな源

泉となった。これに対し，政策的な設備投資計

画のなされなかった香港では，ＧＤＰに占める

投資の比率は1960年以降ずっと約20％とほぼ一

定で，資本ストックの増加の経済成長に対する

寄与度は比較的限られたものにとどまった。

　第２の点は，教育水準の違いである。すなわ

ち，シンガポールは教育水準が低く，1970年に

おいても労働人口の半分以上が小学校ですら勉

強したことがなかった。これに対して，香港の

教育水準は高く，たとえば1961年の段階でも少

なくとも小学校で勉強したことのあるものは労

働人口の約８割程度あり，中等教育以上を受け

た者の比率も労働人口の約４分の１にのぼって

いた。これは，戦中戦後を通じて中国から香港

に大量の移民が流入したことを反映したもので

あり，彼らは比較的高い教育水準であったばか

りでなく，繊維など製造業の技能を身につけて

いたといわれている。その結果，香港では設備

投資を通じた資本蓄積がさほど進まなかったに

も関わらず，技術水準が向上し，それが経済成

長の大きな源泉となった。一方，シンガポール

では産業政策によって資本ストックは香港に比

べて飛躍的に増加したが，教育水準が低かった

ため技術進歩は限定的なものにとどまり，その

結果ＴＦＰの貢献度も小さかった。

Ⅳ．クロス・カントリー分析

　経済成長の源泉を分析するアプローチには，

前節で紹介した成長会計を推計する方法のほか

に，クロス・カントリー・データを用いた国際

比較分析の方法が代表的である。この方法は，

Ｂarro（1991），Ｆischer（1991），Ｍankiw，

Ｒomer and Ｗeil（1992），Ｌevine and Ｒenelt

（1992）やＨelliwell（1992）等の研究において

広く用いられてきたものである。また,本稿の

補論でも示されているように，その推計方法は

新古典派成長理論を線形近似したものとも整合

的なものである。しかしながら，東アジア経済

地域の成長の源泉という点からみた場合，この
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クロス・カントリー分析を通じて導かれた結果

は，成長会計の結果とは大きく異なっている。

　従来のクロス・カントリー分析で推計された

代表的な式は，以下のような４つの説明変数か

らなる線形回帰式である。

ＧＹＰｉ=α
＊ＲＹ０ｉ＋β＊ＩＮＶｉ＋γ＊ＧＮｉ

　　　＋δ＊ＳＨｉ　　　　　　　　　　　(6)

ただし，ＧＹＰｉはｉ国における一人あたり実質成

長率， ＲＹ０ｉはｉ国における初期時点の一人あ

たり実質所得の対数値，ＩＮＶｉはｉ国における

ＧＤＰに占める物的資本投資のシェア，ＧＮｉは

ｉ国の人口成長率，ＳＨｉはi国におけるＧＤＰ

に占める人的資本投資のシェアである。

　多くの先行研究は，この式をＳummers　an d

Ｈ e s t o n（1 9 8 8）によって作成されたＲe a l

Ｎational Ａccountsにもとづいて計算された

データを用いて推計している。2）このデータに

は社会主義諸国以外のほとんどの国が含まれ，

その国の数は100カ国を超えている。(6)式のよ

うな式を必ずしも精度が高いとはいえない発展

途上国のデータを含んだデータを用いて推計す

ることには問題も多いかもしれない。しかし，

多くの研究結果では，αの推計値は統計的に有

意にマイナスとなる一方，γやδの推計値は統

計的に有意にプラスとなることが報告されてい

る。この結果は，初期の所得水準が低い国ほど

その後の経済成長が高いという意味で，新古典

派成長理論の収束の概念と整合的である。ま

た，δがプラスであることから，物的資本ばか

りでなく，人的資本も経済成長に大きく寄与す

ることを示している点で，最近の経済成長理論

の考え方とも合致するものである。

　しかしながら，上述の有意な関係は，東アジ

ア経済地域のデータに関してはあまりあてはま

らないことが，多くの研究者によって明らかに

されている。たとえば，Ｅasterly et al.（1993），

Ｐack and Ｐage（1994）らは，世界全体のデー

タを用いて推計された係数値を用いて各東アジ

ア経済地域の成長率の理論値を求めた場合，

フィリピンを例外として，すべての経済地域の

成長率が過小推計となることを指摘している。

すなわち，東アジア経済地域のめざましい経済

成長は各国の初期条件や物的資本・人的資本の

違いを考慮した上記の式から予想されるよりも

はるかに大きく，「東アジアの奇跡」は単なる

投入物の増加という要因では説明できないこと

が示されたのである。

　また，Ｇrier and Ｔullock（1989），Ｈe11iwell

(1992)，およびＦukuda and Ｔoya（1995）ら

は，上記の回帰式を東アジア経済地域のみの

データで推定した場合， ＲＹ０ｉの係数は有意で

はなく，東アジア経済地域間では経済成長の収

束が成立していないことを報告している。この

結果は，かりに推計式の変数選択が適切に行わ

れているとすれば，東アジア経済地域の成長の

格差が，各国の初期条件や物的資本・人的資本

の違いによって生み出されているのではなく，

やはり別の要因によってもたらされていること

を意味している。

　以上のような東アジア経済に関する推計結果

は，東アジア地域のめざましい成長は資本や労

働といった投入物の増大によってほとんど説明

されてしまうとした成長会計の結果とは大きく

異なるものである。以上の結果はまた，人的資

本の蓄積に焦点をあててた最近の内生成長モデ

ルの実証研究とは矛盾するものである。なぜな

ら，最近のクロス・カントリー分析の結果は，

各国の就学率の相違によって人的資本の大小を

測った場合，新古典派成長モデルにおける収束

が強く支持されることを示しているからである。

これに対して，東アジア経済地域では就学率自

体には大きな上昇があったものの，就学率が高

い国ほどその後の経済発展がそれがその後の成

長を大きく左右したという事実は観察されず，

２）　Ｓummers and Ｈestonの最新のデータは，ＮＢＥＲのホームページ http:／／cansim.epas.utoronto.

　ca: 5680／pwt／pwt.htmlで利用可能である。
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その傾向は特に1970年以降で顕著であったこと

も報告されている。

　もっとも，各国の人的資本ストックの大小を

国際比較可能な形ではかることは容易なことで

はない。３）実際，初期の研究では，人的資本ス

トックの大小を識字率を用いて比較する研究も

多かったが，ほぼすべての先進国の識字率は

100％に近いなど，その指標としての正確さに

大きな疑問が投げかけられた。また，以前は人

的資本の大小をフローとしての学校就学率その

ものを用いて比較することが多かったが，最近

ではフローとしての就学率ではなく，現存する

労働人口が平均としてどれだけの教育水準を

修得しているかを示すストックとしての就学率

のデータを用いるべきであるという主張が一

般的となっている（たとえば，Ｂarro and Ｌee

（1993ａ，1993ｂ)）。これらの研究の基本的な

考え方は，経済成長に貢献するのはストックと

しての人的資本の蓄積だということである。し

たがって，より高い人的資本がより高い経済成

長をもたらすのであれば，より高い教育水準を

現存の労働人口が修得しているほど高い経済成

長がもたらされると考えるのである。

　しかしながら，人的資本の代理変数として学

校就学率を用いた実証研究でも，その結果は不

安定なものであることがＬevine and Ｒenelt

（1 9 9 2）らによって指摘されている。また，

Ｍurphy，Ｓhleifer，and Ｖishny（1991）は，工学

部の大学生が多い国では経済成長が高い一方

で，法学部に学生が集中している国では経済成

長が低くなることを示している。これらの結果

は，単に就学率の差異によって各国の人的資本

の大小をとらえることの限界を示唆するもので

ある。実際，上で説明した東アジア経済地域の

推計結果は，たとえばストックとしての就学率

のデータを用いたとしても同様に成立すること

が報告されている（たとえば，福田・外谷・神

谷（1995）を参照のこと）。

Ⅴ．政府教育支出の役割

　一般に，人的資本の大きさは，就学率の大小

以外にもさまざまな要因によって左右される。

そのなかでも，企業内教育（on-the-job-traini-

ng）は，人的資本の大きさを測る上で重要な要

因の1つである。たとえば，日本では企業内教

育の重要性が多くの研究者によって指摘されて

おり，詳細なミクロ・データにもとづいてその

人的資本の形成に果たした役割が明らかにされ

ている。しかしながら，企業内教育の大小を比

較可能な形で数値化することは非常に困難であ

り，実際のデータを用いて上述のような国際比

較を行うことはほぼ不可能に近い。

　これに対して，教育の質は人的資本の大きさ

を左右するもう１つの重要な要因と考えられる

ばかりでなく，その大きさは不十分ではある

が，政府の教育支出の大小を考慮することに

よってとらえることができる。というのは，政

府教育支出が大きければ，それだけ教育の環境

が整備され，同じレベルの教育を受けた場合で

もそれによる人的資本の蓄積は大きくなると考

えられるからである。実際，平均的な労働者の

賃金データを用いて各教育水準ごとに追加的な

教育を受けたこと による収益率 を求めた

Ｐsacharopoulos（1994）の国際比較研究による

と，統計上は同一の教育水準であってもそれか

ら得られる社会的および私的な収益率は国に

よって大きな差があることが報告されている。

この結果は，同じ教育を受けた労働者であって

もその質が国によって大きく異なることを示し

ており，教育の質を考慮した実証研究の重要性

３）　この点に関しては，本号における外谷論文を参考にしていただきたい。
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表５　政府教育支出の役割

出所）福田・外谷・神谷（1995）

を示すものである。

　そこでこの節では，この観点にたって，政府

教育支出の相違が前節で説明した結果をどのよ

うに変えるかを，Ｆukuda and Ｔoya（1994）お

よび福田・外谷・神谷（1995）にもとづいて検

討していくことにする。以下の議論のベースと

なる推計式は，以下のようなものである。

ＧＹＰｉ＝α１*ＲＹ０ｉ+α２*ＡＤｉ*ＲＹ０ｉ

　　＋β*ＩＮＶｉ＋γ*ＧＮｉ＋ε１*ＧＥｉ

　　＋ε2*ＡＤｉ*ＧＥｉ (7)

ここで，ＧＥｉはＧＤＰに占める政府教育支出の

シェアである。また，ＡＤｉは東アジア係数ダ

ミーであり，それはｉ国が東アジア経済地域で

あるならば１，それ以外であれば０の値をとる。

　

ただし，以下の分析では，東アジア経済地域と

は，香港，インドネシア，日本，韓国マレー

シア，フィリピン，台湾，タイ，シンガポール

の９ヶ国をさすものとする。

　(7)式は,政府教育支出のシェアと東アジア係

数ダミーが含まれている点を除けば，前節で説

明した推計式と同じものである。表５は，この

(7)式をＲＹ０ｉにおける東アジア係数ダミーがあ

る場合とない場合に関して推定した結果を示し

たものである。まず表５からわかることは，東

アジア諸国を除いて，政府教育支出は経済成長

率に統計的に有意にマイナスの効果を持ってい

る（すなわち,ε１の推定値はどのケースにお

いても統計的に有意にマイナスである）ことで

ある。この結果は，ほとんどの国の経済成長に

とって政府教育支出はむしろ有害な影響を与え
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ていたことを意味している。4〕

　しかしながら，政府教育支出の係数に東アジ

ア・ダミーを加えると，この係数ダミーの係数

（ε2）は統計的に有意にプラスとなり，その絶

対値は東アジア諸国ではない国の絶対値（ε1）

よりも大きくなった。また，表５のＴ－ＳＴＡ

Ｔ(2)で表されている東アジア経済地域の政府教

育支出が経済成長率に与える効果（すなわち，

ε1+ε2）は，統計的に有意にプラスとなって

いた。さらに，α２の推定値（すなわち，初期時

点の実質所得における東アジア・ダミーの係

数）は政府教育支出の効果を考慮した場合，統

計的に有意でなくなっている。このことは，政

府教育支出水準の相違を考慮すると，クロス・

カントリー結果は東アジア諸国においてさえ，

ほぼ成長の収束を支持することを示している。

　これらの結果は，政府教育支出を通じた人的

資本の蓄積が東アジア経済地域間の成長の差異

を説明する上できわめて有用であることを意味

している。またこの結果は，東アジア経済地域

における高い質の人的資本は，就学率よりも政

府教育支出によって，よりよく計測される可能

性を示唆している。それでは，なぜ東アジア経

済地域においてのみ，政府教育支出が重要な役

割を果たしたのであろうか。このことを見るた

めに，表６に示されている各種のデータに注目

してみよう。

　表６は，４つのグループ（ＯＥＣＤ諸国，東

アジア経済地域，ラテン・アメリカ諸国，アフ

リカ諸国）における経済成長率，中等教育就学

率，識字率，政府支出に占める教育支出のシェ

アの平均値，および政府教育支出に占める各教

育段階のシェアの平均値を示している。この表

からまずわかることは，アフリカ諸国の就学率

と識字率が際だって低いことがわかる。このこ

とは，アフリカ諸国の経済成長が低迷している

原因の１つが，教育を通じた人的資本の蓄積が

不足していたことにあることを示している。し

かしながら，同じ発展途上国でも，東アジア経

済地域とラテン・アメリカ諸国と比べると，東

アジア経済地域の方が成長率ははるかに高いの

にも関わらず，就学率や識字率にはさほど大き

４）　以上の結果は，政府教育支出が経済成長に与える影響はマイナスであるかプラスであっても統計的に有

　意でないことを報告したこれまでの実証研究（たとえば，Ｏ t an i  a nd  Ｖ i l a n ueva（1990），Ｅa s te r l y  an d

　Ｒebe l o（1993），Ｂar ro（1994 )）とも整合的である。それらの先行研究は，その原因として，政府教育支出

　は民間部門の生産性に直接的なプラスの効果を与えない一方で，租税の歪み効果を通じて成長を低下させ

　るからであるとしている。

表６　成長率と人的本質の水準：ＯＥＣＤ，東アジア，中南米，アフリカ諸国の比較
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表７　教育を受けたことによる人的資本の収益率

な差がみられず，いずれもＯＥＣＤ諸国の平均

よりはかなり低い。このことは，単に教育水準

という点のみからみると，東アジア経済地域の

人的資本蓄積にそのめざましい成長の謎を解く

特徴がないことがわかる。

　一方，政府支出に占める教育支出のシェアを

みると，東アジア経済地域の値はラテン・アメリ

カ諸国やアフリカ諸国よりかなり大きく，ＯＥ

ＣＤ諸国の平均に匹敵する高い教育支出シェア

であったことが確認できる。特に東アジブ経済

地域の教育支出の内訳を検討してみると，政府

教育支出に占める高等教育のシェアは表にあげ

た４つの地域のなかでもっとも低いのに対し，

初等・中等教育に対しては逆に大きなウェイト

を持って政府支出が行われてきたことがわかる。

これらの結果は，東アジア経済地域の奇跡的な

経済成長を説明するのに，初等・中等教育を重

視した政府教育支出を通じた高い質の人的資本

の蓄積が重要であったことを示している。5）

　以上の結果は，教育を受けることによってど

れだけの収益率が社会的あるいは私的に高まる

かを推計したＰsacharopoulos(1994)の研究結

果とも整合的である。すなわち，Ｐsacharopou-

losは，労働者を教育レベルごとに分類し，そ

の平均賃金のデータから教育を受けることの収

益率を推計し，その国際比較を行った。その結

果，表７にまとめられているように，東アジア

経済地域では，中等教育および高等教育を受け

ることによってもたらされる収益率の増加は，

他の地域と比較して決して高くなかった。しか

し，フィリピンと日本を例外として東アジア経

済地域では，初等教育を受けることによっても

たらされる収益率の増加は，他の地域と比較し

て非常に高く，その傾向は教育の私的な収益率

よりも社会的収益率において顕著であった。こ

の結果は，東アジア経済地域において政府支出

が初等教育に効果的になされたことを考えあわ

せると自然なものであり，上で述べた主張を裏

付けるものである。

５）　Ｗorld Ｂank（1993）の第５章でも，東アジア経済地域では初等教育に対する政府支出の比率が高かった

　ことを指摘し，それが人的資本の蓄積に貢献したと結論づけている。
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Ⅵ．東アジア経済地域における輸出の役割

　これまでの節においてわれわれは経済成長に

おける人的資本の役割を議論し，東アジア諸国

では政府教育支出が重要な役割を果たしている

ことを確認した。しかしながら，たとえ政府教

育支出水準の相違を考慮したとしても，クロス

・カントリー分析は東アジアのめざましい経済

成長を説明するのに必ずしも十分とはいえない

（たとえば，Ｆukuda and Ｔoya（1994）を参照

のこと）。そこでこの節では，東アジア経済地

域の経済成長を説明するもう１つの理由とし

て，輸出の果たした役割を検討する。

　輸出の増加が結果的に東アジアの急速な工業

化をもたらした主な要因であるということは，

これまでの研究においてしばしば指摘されてき

たことである（Ｗorld Ｂank（1993）の第６章，

Ｐack and Ｐage（1994），Ｆukuda and Ｔoya

（1995))。たとえば，韓国では，1955年から75

年におげる急速な輸出による収入の増加は，生

産の成長の約３分の１を説明しているといわれ

ている。急速な経済成長の期間は異なるかもし

れないが，同様の事象は他のアジアＮＩＥＳ諸

国や大半のＡＳＥＡＮ諸国において見られる。

　このように輸出の増加が経済成長にプラスの

効果をもたらすことは，開発経済学の過去の文

献においては古くから強調されてきたことで

ある（たとえば，Ｂalassa（1978）やＫrueger

（1980))。その理由としては，輸出の増加に

よって産業構造が高度化するというメリットが

あるばかりでなく，比較優位による資源配分の

改善，規模の経済の利用，外国との競争圧力に

よる技術改善や効率的な経営など，さまざまな

プラスの側面が働くからであると考えられる。6)

また，輸出指向産業とそうではない産業との間

には，生産性に本質的な違いが存在するため

に，輸出指向政策を採用している国はより生産

性の高い産業に資源を配分し，それによってよ

り高い経済成長を達成していることも指摘され

てきた。さらに，人的資本の蓄積という観点か

らこの問題を考えてみた場合，貿易財産業は非

貿易財産業に比べていわゆる“learning-by-d-

oing”のスピードが大きく，貿易財産業に比較

優位を持つことは人的資本の蓄積による経済成

長を促進する上で大きなプラスとなると解釈す

ることができる。

　しかしながら，なぜ東アジア経済地域が輸出

の大きな伸びを伴って高成長を達成したかに関

しては，依然として意見の一致がなされている

とは言い難い。まず第一に，成長会計の推計結

果を使って輸出の増加がどのような要因と相関

が大きいかを調べてみた場合，東アジア地域の

輸出増加は設備投資の増加による資本蓄積と

密接な関係が観察されるが，技術進歩を示すＴ

ＦＰの増加とはあまり相関がないことが報告

されている（たとえば，Ｃollins and Ｂosworth

（1996))。この結果は，ある意味で，東アジア

経済の成長の源泉が資本蓄積にあり，ＴＦＰに

はないという２節で紹介した結果を反映したも

のといえる。しかし，かりに技術進歩がＴＦＰ

によって適切に捉えられているとすれば，輸出

の増加は生産性の上昇や人的資本の蓄積を向上

させたとはいえず，なぜ輸出が経済成長を加速

するかに関する上述の理論的説明とも矛盾する

ことになる。

　第二に，東アジア地域が輸出の大きな伸びを

伴って高成長を達成したことは事実にしても，

それだけでは因果関係がはっきりしないことで

６）　産業構造の変化と東アジア地域の成長の源泉の問題を考察した最近の研究としては， I to（1996）があ

　る。
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ある。とくに，第３の要因が輸出と生産の増加

を同時に引き起こしているとすれば，輸出と生

産との間に高い相関があったとしても輸出の伸

びが経済成長を生み出したとはいえなくなって

しまう。この問題を回避する１つの方法として

は，輸出の増加につながるような外生変数を取

り上げ，それがその後の経済成長につながった

かどうかを検討することが考えられる。たとえ

ば，Ｈelliwell（1992）やＰage（1994）らは，各

国の貿易自由化の程度を測ったopennessの指

標を使い，それがその後の東アジア地域の経済

成長とどのような相関があるかを検討している。

各国の貿易自由化の程度は制度的に決定されて

いるので，その相関が高いとすれば，制度面で

輸出の促進をしたことが経済成長の原因であっ

たと解釈できることになる。しかし，そのよう

な相関は統計的に有意ではあるが，東アジア地

域における輸出と成長の強い相関を説明するに

は不十分であることが報告されている。とく

に，Ｒodrik（1995）は，韓国および台湾のデー

タを用いて，このopennessの指標が成長の最

大の源泉である設備投資との間には有意な因果

関係がないことを指摘し，輸出から経済成長へ

の強い因果関係の存在に疑問を投げかけてい

る。

　第三に，かりに輸出の伸びによって高成長が

達成されたとしても，東アジア経済地域におけ

るめざましい輸出の伸びが，政府による適切な

輸出促進政策の成果なのか，それともある意味

で偶然の産物なのかがはっきりしないというこ

とである。確かにミクロレベルでみた場合に

は，Ｗorld Ｂank（1993）の第３章で紹介されて

いるように，東アジア経済地域ではさまざまな

輸出促進政策が採用され，一定の成果をあげた。

しかし，輸出促進政策が実施された時期と輸出

が大きく増加した時期ではかなりの時間的なズ

レが存在するなど，各政策がマクロレベルで輸

出の増加にどれだけ貢献したかは必ずしも明ら

かではない（たとえば，Ｒodrik（1994ｂ，1995）

を参照）。また，東アジア経済地域のめざまし

い輸出の伸びは，多くのケースで交易条件が輸

出に有利に働いたことを背景としているが，

Ｅasterly et al（1993）やＥasterly（1995）が指

摘するように，交易条件の変化は時間を通じて

不安定なものであり，ある意味で偶然の産物と

もいえるのである。

　第四に，輸出の伸びがなぜ東アジア経済地域

においてのみとくに経済成長に貢献したかとい

う点である。確かに全世界レベルでみても，輸

出の伸びはその国の経済成長と正の相関をして

いることが多い。しかし，多くの国ではその相

関は高いものではなく，またその関係も不安定

である。７）これに対して，東アジア地域では，輸

出の伸びと経済成長との間には他地域にはみら

れない非常に強い正の相関が観察されている

（たとえば，Ｐac k  a n d  Ｐa g e（1 9 9 4）や

Ｆukuda and Ｔoya（1995）を参照のこと）。した

がって，かりに輸出の伸びが東アジア経済地域

における成長の源泉であったとしても，なぜ東

アジア経済地域においてとくに輸出が経済成長

に貢献したかを明らかにしなければ問題を解決

したことにはならず，この点でも上述の理論的

な説明は不十分ということになる。

７）　たとえば，Ｌev ine and Ｒenelt（1992）を参照のこと。また，Ｒodr ik（1995）は，1980年前半のトルコや

　1970年代後半のチリでは輸出が大きく増加したにもかかわらず，その後の経済成長にはつながらなかった

　事実を紹介している。



東アジア地域における経済成長の源泉

- 17 -

Ⅶ．結論

　本稿は，東アジア地域における経済成長の源

泉に関する従来の文献を，とくに人的資本の役

割に焦点を当ててサーべーすることによって分

析した。本稿の主な分析結果は，以下の通りで

ある。まず，各国の時系列データを使った成長

会計の推計結果をみると，東アジア地域におけ

るめざましい経済成長は，労働人口の増加や資

本ストックのめざましい蓄積によってほとんど

説明されてしまうというものであった。とく

に，それらの推計において，たとえば教育を通

じた人的資本蓄積の役割は若干は重要であった

が，技術進歩を表すはずのＴＦＰの東アジア地

域における貢献度は先進国や他の発展途上国と

比べて決して大きくなかった。

　これに対して，クロス・セクション・データ

を使った国際比較分析では，労働人口の増加や

資本ストックのめざましい蓄積を考慮しても東

アジア地域におけるめざましい経済成長はほと

んど説明できなかった。ただし，東アジア経済

地域における政府教育支出，とくに初等・中等

教育を重視した政府教育支出の配分は，経済発

展に有意なプラスの効果があり，そのめざまし

い経済成長を部分的に説明していた。また，東

アジア経済地域のめざましい経済成長は，輸出

の伸びとも非常に強い相関をもっていた。しか

しながら，その関係をより細かく調べてみる

と，輸出とＴＦＰには有意な相関関係がみられ

ないなど，貿易財産業の成長が技術進歩や人的

資本を蓄積させて経済成長を促すといった最近

の経済理論の主張とは必ずしも整合的ではな

かった。

　なお，東アジア経済地域の成長の源泉に関す

る文献は多岐にわたるため，本稿もそのすべて

を網羅的にサーべ一することはできなかった。

とくに，サーべ一は最近の経済成長理論をベー

スとした文献を中心に行われたため，伝統的な

開発経済学のアプローチにもとづく文献はほと

んど触れることができなかった。また，サー

ベーの大半は欧米の文献に関するもので，日本

人研究者による文献にも触れる余裕がなかっ

た。

　さらに，本稿では所得分配の問題に全く触れ

ることができなかった。よく知られているよう

に，東アジア経済地域の所得分配は，ほぼ同じ

所得水準の発展途上国と比較した場合，以前か

らかなり平等であった。また，同じ東アジア地

域でも，1960年頃の韓国とフィリピンでは所得

水準にはさほど差がなかったが，所得分配は

フィリピンの方がはるかに不平等であった。こ

れらの事実は，その後の東アジア経済地域のめ

ざましい成長の問題を考える上，所得分配の問

題の重要性を示唆するものであると考えられ

る。

補論：クロス・カントリー分析の基本式

　この補論では，Ⅳ節以降の実証分析の枠組み

となるモデルを提示する。これは，Ｓolow（195

6）に代表される新古典派成長モデルに，人的

資本ストックを加えたものであり，Ｍankiw et｡.

al.（1992）やＨelliwell（1992）等の研究におい

て広く用いられているものである。なお，以下

の説明は，基本的にＭankiw.et.al.（1992）に

依るものである。

　いま，生産関数が以下のようなコブ＝ダグラ

ス型であるとしよう。

ただし，Ｋｔは物的資本ストック，Ｈｔは人的資本

ストック，Ｌｔはｎの率で成長する労働力，Ａｔは

一定のｇの率で成長する技術水準を表している。

　ソロー・モデルと同様に，生産の一定割合が

Ｙt＝Ｋt
aＨt

b（ＡtＬt）
1-a-b　　　　　（A1）
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物的・人的資本の投資に使われるものとして，

ｓkを物的資本に投資される生産物の比率，Ｓｈを

人的資本に投資される比率であるとしよう。こ

のとき，Ｋｔを効率単位ではかった労働者1人あ

たりの物的資本ストック（すなわち，kt＝Ｋｔ／

(ＡtＬt))，またhｔを効率単位ではかった労働者

１人あたりの人的資本ストック（すなわち，hｔ
＝Ｈｔ＝／(ＡtＬt))とすると，kｔとhｔの動学式は，以下

のようになる。

dkt／dt＝skyｔ－（ｎ＋ｇ＋ｄ）kｔ　　　　　(A2)

dkｔ／dt＝ssyｔ－（ｎ＋ｇ＋ｄ）kｔ　　　　　(A3)

ただし，ｄは物的資本および人的資本の減耗率

で，簡単化のため互いに等しいものとする。ま

た，yｔは効率単位ではかった労働者１人あたり

の生産量（すなわち， y ｔ＝Y ｔ／（A ｔL ｔ ） ）であ

る。

　このとき，定常状態におけるyｔの対数値は以

下のようになる。

ln(yt)＝－（（ａ＋ｂ）／（１－ａ－ｂ))In（ｎ＋ｇ＋ｄ）

　　　＋（ａ／（１－ａ－ｂ））ln（sk）

　　　＋（ｂ／（１－ａ－ｂ））ln（sk）　　　　(A4)

　ここでy*を上式によって与えられるytの定常

状態の値としよう。このとき，定常状態の近傍

では近似的に，収束のスピードが以下の式に

よって与えられる。

d（ln（yt）/dt）＝f（ln（y*）－ln（yｔ))　　　　(A5)

ただし， f＝ (ｎ＋ｇ＋ｄ (１－ａ－ｂ )である。した

がって，初期時点を０，現在時点をＴとおく

と，この線形近似のもとでは，

ln（yT）＝（１－ｅ－fＴ）ln（y＊）＋e-fTln（y０）　　(A6)

が成立する。さらに，(A6)式の両辺から1n(yｏ)を

引き，y*の値を代入することによって，以下の

ような「経済成長率の収束に関する基本方程

式」が導かれることになる。

ln（yT）－ln（y0）＝－（1-e－ｆＴ)ln(y０)

　＋（1-ｅ－ｆＴ)(a/(1-a-b))ln（ｓk）

　－（1-e－ｆＴ)((a+b)/(1-a-b))ln(n+g+d)

　＋（1-e－ｆＴ)(b/(1-a-b))ln(Ｓｈ)　　　　　(A7)

　(A7)式の左辺は，ある任意の0期からＴ期ま

での一人あたり経済成長率である。したがって

この式は，各国のＴ期間の平均成長率が定常一状

態の所得水準を決める要因（sk，sh，n+g+d）お

よび初期時点の所得水準（y０）から決定される

ことを示している。特に，右辺のln(y０)の係数

がマイナスであることは，「より初期時点の所

得水準が低い経済ほどその後の経済成長率が高

くなる」ことを意味している。

　ここで注目すべき点は，ｂ＝０の特殊ケース

を除けば，人的資本への投資を表す変数shが経

済成長率の正の影響を与えていることである。

したがって，われわれのモデルでは伝統的なソ

ロー・モデルとは異なり，人的資本への投資が

経済成長の収束を示す上で重要な要因となって

いる。

　ところで，(A7)において，α＝－(1－e-fT)，

β＝(1－e－fT)(a／(1－a－b))，γ＝－(1－ｅ-fT)

((a＋b)/(1－a－b))，δ＝(1－e-fT)(b/(1－a－b))

とおくと，(A7)式は以下のように書き直すこと

ができる。

GYPi=α
*RYOi+β

*INVi+γ
*GNi+δ

*SHi　　　　(A8)

ただし，ＧＹＰiはｉ国におげる一人あたり実質

成長率，ＲＹＯiはｉ国における初期時点の一人あ

たり実質所得の対数値，ＩＮＶｉはｉ国におけるＧ

ＤＰに占める物的投資のシェアの対数値，ＧＮi

はｉ国の人口成長率にｇ＋ｄを加えた値の対数

値，ＳＨiはｉ国におけるＧＤＰに占める人的資

本投資のシェアの対数値である。したがって，

この(A8)式はまさにⅣ節で導入したクロス・カ

ントリー分析の基本式，すなわち(6)式にほぼ対

応していることになる。
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